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緒   言 

子どもの栄養失調は、世界における 5歳未満児の死亡原因の約半数である 300 万人

に関連していると推定されている。さらに、身体・知能の発達を阻害し、短期的のみ

ならず長期的影響を及ぼし、未来の世代や国の発展にも悪影響を与えるものである。

5 歳未満児の栄養失調の解決のためにこれまで様々な取り組みが行われてきたが依然

として解決されず、深刻な健康問題の一つである。 

一方、コミュニティヘルスワーカー（CHW）による養育者への子どもの給餌行動に

関する教育的介入は完全母乳育児の実施への一定の効果が報告されている。しかし、

子どもの栄養失調の予防・改善に重要な食事の多様性向上への効果は十分に検討され

ていない。さらに、CHW の持続性やモチベーションの低さも問題となっている。 

そこで本研究では、全国平均を上回る 29.7%が stunting(発育阻害)と報告されてい

るケニア共和国沿岸部のクワレ郡において、養育者を対象に子どもへの適切な給餌方

法についての教育的介入を、CHW だけでなく Nyumba Kumi と呼ばれるケニア政府によ

って組織化された隣接世帯ユニットと共同で行うことによる、食事の多様性、推奨さ

れる給餌方法に対する養育者の態度および子どもの栄養状態への効果の評価を行っ

た。 

 



 

対象と方法 

本研究は、首都ナイロビから約 500ｋｍ南西に位置するクワレ郡において実施した。

クワレ郡では、長崎大学とケニア中央医学研究所とが共同で住民登録と動態登録シス

テム（Health and Demographic Surveillance: HDSS）を運用しており、当該地域の

10 村のうち 2村を調査地域として選択した。本研究は、2018 年 2月から 2019 年 6 月

にかけて実施した。調査対象者は、5 歳未満児とその養育者のペア合計 662 人（コン

トロールグループ vs 介入グループ：n = 339 vs n = 323）であった。介入グループ

には、全 8回の栄養に関する集団教育と家庭訪問によるフォローアップを行った。集

団教育のためのガイドラインは、WHO・UNICEF が推奨する適切な子どもの給餌行動

（Infant and Young Child Feeding:IYCF）および母子健康手帳に基づいて作成した。

研究参加者の家庭を訪問し、基本属性、居住環境、経済状況、24 時間思い出し法によ

る食事内容に関する質問紙調査及び栄養調査のための体重・身体測定を行った。以上

から、食事の多様性スコア、推奨される給餌行動に関する態度スコア及び子どもの栄

養状態を独立変数として、介入効果について多重線形回帰分析を用いて評価した。 

 

結   果 

介入前後の調査に参加した合計 368 人の養育者世帯（187 vs 181）と同一の子ども

180 人（113 vs 67）に対して分析を行った。コントロール及び介入グループ間で、研

究参加者の属性に有意差は見られなかった。多重線形回帰分析により、食事の多様性

スコア（β：0.54; p <0.01）と態度スコア（β：0.29; p <0.01）の改善が見られた。

一方、子どもの栄養状態に関して有意な変化は見られなかった。 

 

考   察 

Nyumba Kumi と CHW が共同で行う介入が、食事の多様性および推奨される給餌方法

に関する態度を向上させることが明らかとなった。子どもの栄養状態には有効な効果

が見られなかったが、本研究よりも長期的に行われた先行研究では改善が報告されて

いる。以上から、子どもの栄養不良が未だ問題となっている他の地域においても、本

研究で行った新たな介入方法を応用することが可能であると考える。 
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